
 

 

裁量労働制実態調査に関する専門家検討会 

開催要綱 

 

 

１ 趣旨 

裁量労働制は、時間配分や仕事の進め方を労働者の裁量に委ね、自律的で創造的

に働くことを可能とする制度であるが、制度の趣旨に適った対象業務の範囲や、労

働者の裁量と健康を確保する方策等について、課題がある。 

これらの課題については、平成 25 年度労働時間等総合実態調査の公的統計とし

ての有意性・信頼性に関わる問題を真摯に反省し、改めて、現行の専門業務型及び

企画業務型それぞれの裁量労働制の適用・運用実態を正確に把握し得る調査手法の

設計を労使関係者の意見を聴きながら検討し、包括的な再調査を実施した上で、現

行の裁量労働制の制度の適正化を図るための制度改革案について、検討を実施する

必要がある。 

このため、統計学者や労働経済学者、労使関係者を含む専門家からなる検討会を

開催し、裁量労働制の実態把握のための新たな調査について、調査設計等の検討を

行う。 

 

２ 検討事項 

裁量労働制の実態を把握するための新たな調査について、以下の事項を中心に検

討を行う。 

（１）調査方法及び集計方法 

（２）調査事項  

（３）新たな調査の結果の検証  

（４）その他 

 

３ 参集者 

（１）検討会の参集者は、別紙のとおりとする。 

（２）検討会の座長は、参集者の互選により選出する。 

（３）座長は、必要に応じて関係者の出席を求めることができる。 

 

４ 検討会の運営 

（１）検討会は、厚生労働省労働基準局長が有識者の参集を求めて開催する。 

（２）検討会の庶務は、厚生労働省労働基準局労働条件政策課において行う。 

（３）検討会は、原則として公開する。ただし、特段の事情がある場合には、座長

の判断により、非公開とすることができる。 

（４）この要綱に定めるもののほか、本検討会の運営に関し必要な事項は、本検討

会において定める。 
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